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Ⅰ 目指す学校 

 

『伝統からグローバルな未来へ』 

 

【本校の育成するリーダー像】  

自己のアイデンティティーを有し、個々の能力を最大限に発揮して課題解決を図るとともに、 

多様性の尊重を基盤に、国際的な「競争」と「協働」の両方ができる人材 

 

本校創立以来の高い知性と豊かな教養を身に付ける教育の成果を継承し発展させるとともに、中高一貫教 

 育校として６年間の系統的な指導のもと、人格を陶冶し、先見性をもって時代や社会の変化に主体的に対応 

できる生徒を育成する学校を目指す。 

（１）中高一貫教育校として、都立白鷗高等学校の歴史と伝統を生かしつつ、附属中学校からの６年間の系 

統的な教育により、生徒の個性・能力を伸長し自己実現を図る学校。 

（２）創造性豊かで開拓精神に富んだ人格の涵養を目指し、未来社会のリーダーとなる人材を育成する学校。 

（３）ダイバーシティ（多様性）を尊重し、日本の伝統・文化や異文化への理解を深め、国際社会に貢献す 

  る有為な人材を育成する学校。 

（４）地域に根ざし、開かれた学校として、学校教育活動の公開、地域との連携、交流を積極的に行う学校。 

 

Ⅱ 中期的目標と方策 

新型コロナウィルスの影響下にあって、生徒及び教職員の生命の安全と健康を第一にしつつ、目指す学校像の

実現に向けて繊細かつ大胆に教育活動を推進する。 

（１）併設型中高一貫教育校の高校募集停止を見据えながら、教育活動への影響を最小限に抑えつつ施設・設

備の改善を着実に実行し、６年間の系統的な教育をさらに進化させる。 

（２）新学習指導要領の理念を踏まえ、①課題探究型学習の推進 ②日本の伝統・文化理解教育の充実 ③ダ

イバーシティ教育の充実を柱に、先進的な取り組みを行い、Society5.0時代に向けた人材育成を推進する。 

（３）生徒の適性に応じたきめ細かい学習指導を行い、生徒の思考力・判断力・表現力の向上を図る。また、

大学入試改革の大きな流れと次年度からの観点別評価の高校への導入を見据え、対面やオンラインに拘わ

らず授業改善を強力に推進する。 

（４）３年間及び６年間を通したキャリア教育の充実を図るとともに、中高一貫教育校として進路部主導の全

校的な進路指導体制を構築し、生徒の進路実現に向けた指導を推進する。 

（５）令和３年度に指定最終年度となる文部科学省事業の「WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソー

シアム構築支援事業」共同実施校として、その成果の検証と取組の継続を見据えて全校体制で取り組む。 

（６）生徒が安心して学ぶことのできる教育環境を整備し、体罰を絶対許さないとの強い姿勢で臨むとともに、

いじめや生命にかかわる事故の未然防止、早期発見、早期対応に学校全体で取り組む。 

（６）地域の教育資源の活用、地域行事への生徒の積極的参加、学校運営連絡協議会等相互意見交換の機会の

活用、施設開放事業の実施などを通して地域に信頼され支援される学校づくりに努める。 

（７）学校の働き方改革に継続して取り組み、全職員がライフ・ワーク・バランスのもとに生き生きとやりが

いを感じて働ける職場にするとともに、教職員の新型コロナウィルス感染防止に万全を期す。 

（８）オリンピック・パラリンピック教育を推進し、２０２０東京大会に向け、理念を学び、国際理解やスポ

ーツへの興味・関心を高める。 

 
 



Ⅲ 今年度の取組目標と方策  

（１）教育活動の目標と方策 

 ア 学習指導 

① 生徒個々の学力を最大限に伸ばし、入学時の生徒の進路希望を叶えることの出来る授業の改善に全教職員 

で取り組む。その方策として、以下に掲げる取組を実施する。 

・年４回以上の教員相互の授業見学         ・他校指導教諭による模範授業の活用 

・予備校等主催の授業力向上セミナーの活用     ・生徒による授業評価の結果分析とその活用 

・授業改善、授業力向上に関する校内研修会の実施  ・ＢＹＯＤの活用による情報処理能力の育成 

・オンラインツールを活用した授業の実践とその効果検証 

・基礎学力定着のため自宅学習時間の確保とその把握（特に中学校段階） 

・模擬試験、英語検定試験、定期考査の結果分析とそれに基づく授業改善、指導計画・内容の再検討 

② 開発部を中心として全校体制で探究活動に取り組み、生徒の主体的な学びを支援する。 

③ 外部機関主催の講演会やコンクール等への参加等を促し、理数分野への生徒の興味・関心の喚起と指導の 

充実を図る。 

④ 英語教育推進校として、生徒の英語力の一層の向上を図るとともに、STEAM教育に先進的に取り組む。 

イ 進路指導 

① 生徒の適正な職業観、勤労観の育成と６年間を通したキャリア教育計画を策定し、学年間の進路指導に 

おける差を出さないよう、進路部を中心とした組織的な進路指導を行う。 

② 大学入学試験の新傾向と新学習指導要領に基づく試験の実施に適応した学力の育成に向けて、最新情報の 

適時適切な生徒・保護者への提供を実施する。 

③ オンラインツールを活用して個別指導の充実を図るとともに、「チーム難関」により、難関国公立大にチ 

ャレンジする生徒を支援する。 

ウ 生活指導・部活動 

① 生徒が、感染予防を含む安全で規律ある学校生活を自ら保持しようとする意識、態度を身に付けさせる。 

② 全教職員で共通した生活指導に関する認識をもち、いじめや暴力の根絶を目指し、組織的できめの細か 

い指導ができるよう指導方法を工夫する。また生命尊重の教育を一層推進し、生徒の生命にかかわる事故 

を未然に防止する。 

③ 部活動加入を促進し生徒の学校への帰属意識を高め、仲間とともに目標に向かう協働意識を育む。 

④ 中高一貫教育校の特徴を生かした特別活動を実施し、豊かな人間性と人格を持ったリーダーを育成する。 

エ  国際教育・探究活動・地域連携 

① 日本の伝統・文化の理解を通して世界の文化を知り、高校生のシンガポール修学旅行や中学生のアメリ 

カ研修旅行、次世代リーダー育成事業、東京体験スクール等での海外学校交流、留学生との交流、及びオ

リンピック・パラリンピック教育を通して、広く海外に目を向け国際社会に貢献できる社会性を育成する。 

② 開かれた学校づくりを推進し、地域や保護者から信頼される学校づくりを目指す。地域と連携した防災 

教育を実施するとともに、「総合的な探究の時間」における地域連携活動「上野・浅草学」の充実を図る。 

オ  健康づくりの推進 

① スクールカウンセラー及び特別支援教育コーディネーターを中心とした教育相談委員会による生徒状況 

の迅速な把握とその対処法について、全教職員で共有化を図り、特別支援教育に積極的に取り組む。 

② 生徒の基礎体力の向上を図るとともに、家庭や地域と連携して健康教育を推進し、健康、安全、環境、 

食育等に対する意識を高め、自らの心と体の健康を保持・増進する態度を組織的、計画的に育成する。 

特に、生徒の新型コロナウィルス感染防止に万全を期すとともに、生徒自らの感染予防の意識醸成を図る。 

カ 募集広報活動 

① 中学入学生と融合し共に切磋琢磨できる高校入学生、６年間の一貫教育に基づき学ぶ意欲のある中学入学 

生を確保するため、オンラインツールを活用しながら組織的な募集・広報活動を展開する。 

② 文部科学省指定事業に基づくグローバル人材の育成や、探究活動等の本校独自の特色ある取組とともに、 

本校の伝統的な教育活動の魅力を従来よりもさらに積極的に発信し、高校入学志願倍率の確保を図る。 

キ 学校運営 

① 中高一体化した組織的運営をめざし、情報を共有し、各分掌・学年が明確な目標を掲げ、検証を実施し、 

次年度に継承していく体制を確立する。 

②「WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業」共同実施校の指定最終年度と 

して、その成果のまとめを行うとともに、検証を行い、次年度以降に継承する素地を築く。また、教育 

課程の改善に、継続して取り組む。 



③ 経営企画室との緊密な連携を図りながら、入学選抜業務の適正実施を目指す。 

④ 予算編成・執行、施設管理、学事業務、窓口業務等、学校経営の根幹を支える経営企画室の業務の適正化 

と充実化を図る。 

⑤ ＩＣＴ機器の活用による校務の効率化を図るとともに、業務縮減に関する教職員提案を積極的に取り上げ、 

ライフ・ワーク・バランスを推進する。 

⑥ 服務規律（情報セキュリティ強化、個人情報の適正管理、パワハラ・セクハラ防止、安全配慮義務の遵守、 

厳正な会計処理、等）を徹底する。 
 

（２）重点事項   ※ 新型コロナウィルス感染症の状況により実施自体が厳しい項目もあるが、各時点での状況 

は流動的なため、平時を基準として数値等を含めて記載している。 

項 目 
 

内  容 
取組達成 

時期 

ア 

学習指導 

① 全教諭が年４回以上の授業見学を実施し、教科指導力の向上を図る。 ３月 

② 予備校等主催の授業力向上セミナーに若手教員を参加させ、教科に還元する。 １０月 

③ 
生徒による授業評価および生徒実態調査を実施し、これらの結果分析を授業に反

映させて授業改善に取り組むとともに、次年度の教科目標を策定する。 

９月 

１月 

④ 授業改善、授業力向上に関する校内研修会の実施 １１月 

⑤ ＩＣＴやＢＹＯＤの活用による授業の工夫とその効果検証の実施 ３月 

⑥ 中学校段階での自宅学習時間の確保とその把握 ３月 

⑦ 
小テストや課題の量、頻度等についてその効果を検証し、教科としての指導力向

上に資する。 
３月 

⑧ 年間実施計画に基づく組織的な英語、漢字、数学などの検定受検。 ３月 

⑨ 
外部機関主催の講演会やコンクール等への参加、本校への大学教授の招聘等によ

る理数教育への生徒の興味・関心の喚起と指導の充実を図る。 
３月 

⑩ 探究活動に全校体制で取り組み、生徒の主体的な学びを支援する。 ３月 

⑪ 英語教育推進校としての英語教育の一層の充実を図る。 ３月 

イ 

進路指導 
① 

５教科による勉強合宿（５学年対象）を夏季休業中に実施し、学力伸長と大学受

験に向けた意識啓発を図る。コロナ禍で中止の場合は、代替行事を実施する。 
８月 

② 

高校では模擬試験、中学では学力推移調査を計画的に受験させ、その結果の生徒

へのフィードバックを、学年集会等の機会を活用して進路指導部から行う。もっ

て、学年による進路指導の差を極力なくし、組織的な指導の実施につなげる。 

３月 

③ 
印刷物、保護者会、学習支援システム等、あらゆる媒体と機会を捉え、進路情報

の発信を行う。 
３月 

④ 
長期休業中の補講・補習の参加者、高校延べ８，０００人以上。中学延べ４，０

００人以上。 ※コロナ禍が続く場合は参考値。 
１月 

⑤ 

卒業生を含む学年検討会、模擬試験分析会、共通テスト検討会等を４回以上実施

し、全教職員が生徒の学力の現状を把握して教科指導に生かすとともに、生徒一

人一人に即した指導内容の共有化を図る。 

３月 

⑥ チューターの活用とともに自習室の有効活用を図る。 ３月 

ウ 

生活指導・ 

部活動 

 

① 挨拶の励行と時間厳守等、基本的な生活習慣の確立と規範意識の育成を図る。 ３月 

② 

コロナ禍における行事の実現に向けた工夫と実施、その検証を通して、困難に負

けずに行事を成し遂げる強さを育成するとともに、次年度に向けた引き継ぎを確

実に行う。 

２月 

③ 自主的・自律的な生徒会、委員会活動とその活性化を図る。 ３月 

④ 
部活動への加入率を上げ、その活性化を図るとともに、中学・高校ともに、都大

会等以上の大会出場に３団体以上を目指す。 
３月 

⑤ 年間皆勤者数、学年平均６０名以上。 ３月 

⑥ 
いじめの実態把握アンケートを３回行い、いじめの未然防止、早期発見、早期対

応に資する。 
３月 

エ 

国際教育 

 

① 

中学３年時の海外研修旅行、高校生のシンガポール修学旅行（本年度は既に国内

に目的地変更）、オーストラリア研修旅行等を改善実施し、海外交流事業の活性

化を図る。 

３月 



探究活動 

 

地域連携 

② 
国際社会で活躍する人材を育成するために次世代リーダー育成事業等を積極的

に活用して留学の推進を図る。 
３月 

③ 
フランスの姉妹校と交流を開始し、本校生徒の派遣とともに、留学生の受け入れ

を積極的に行う。 
３月 

④ 
日本の伝統と文化の理解教育を地域研究に発展させて、「上野・浅草学」の充実

を図るとともに、防災教育で地域との連携を強化・充実させる。 
３月 

⑤ オリンピック・パラリンピック教育の充実を図る。 ３月 

オ 

健康づく

りの推進 

① 
生徒の新型コロナウィルス感染防止の徹底を図るとともに、生徒自らの感染予防

の意識醸成を図る。 
２月 

② 

スクールカウンセラー及び特別支援教育コーディネーターを中心に、教育相談委

員会を通した生徒状況の把握とその対処法を全教職員で共有し、特別支援教育に

積極的に取り組む。 

３月 

③ 
生徒の基礎体力の向上と、健康、安全、環境、食育等に対する生徒の意識向上に

組織的に取り組む。 
３月 

カ 

募集広報 

活動 

① オンラインツールを活用した募集・広報活動を積極的に展開する。 １月 

② 
高校入学生、中学入学生、それぞれが備えていてほしい資質を明確化した広報活

動を実施する。 
３月 

③ 高校の伝統と取組を前面に打ち出して、高校入学生の志願倍率を維持する。 ３月 

④ ホームページの充実を図り、１５０回以上の更新を行う。 ３月 

キ 

学校運営 

① 分掌及び学年、教科での年間目標と年度末の検証を実施する。 ３月 

② 
学年中心主義を改め、各分掌、教科会における中高の情報交換の促進と統一した

指導体制を構築する。 
３月 

③ 
ＷＷＬコンソーシアム構築支援事業の指定最終年度として、発表とまとめを行

い、その成果検証を実施するとともに、次年度への継続体制を整える。 

１１月 

３月 

④ 経営企画室との緊密な連携を図り、入学選抜業務の適正実施を目指す。 ３月 

⑤ 予算編成・執行、施設管理、学事業務、窓口業務等の適正実施をさらに遂行する。 ３月 

⑥ 東校舎改築に向けて校内体制を整備し、重点課題の把握と改善を図る。 ３月 

⑦ 
ＩＣＴ機器の活用による校務効率化と業務縮減に取り組み、ライフ・ワーク・バ

ランスを推進する。 
３月 

⑧ 全教職員が公務員であることの自覚を持ち、服務規律を徹底する。 ３月 
 

（３）本年度の数値目標 

項目 目 標 対 象 ３１年度実績 Ｒ２年度実績 Ｒ３年度目標 

①  自宅学習時間 
中学生 １時間３５分 ― １時間３５分 

高校生 ２時間４０分 ― ２時間４０分 

②  

進路決定 

合格者数 

（現役） 

国公立大 

難関私立大（早・慶・上・理） 

ＧＭＡＲＣＨ 

国公立大  ５７名 

難関私大  ６９名 

GMARCH 127名 

国公立大   ６３名 

難関私大   108名 

GMARCH  170名 

国公立大   ７０名 

難関私大   ９５名 

GMARCH   140名 

難関国公立大学合格者 ５名 ５名 ８名 

③  
夏期講習 

参加者 

中学生 延べ  ４，２００名 ― 延べ  ４，０００名 

高校生 延べ  ８，７９５名 ― 延べ  ８，０００名 

④  皆勤者数 中学・高校学年平均 平均６０名 平均７０名 平均６０名 

⑤  
説明会等 

参加者 

中学校    ９，３４８名 ― ６，５００名 

高校    ２，３６５名 ― １，６００名 

⑥  一般入選倍率 
中学校    ６．６８倍 ５．８０倍 ６．０倍 

高校    １．３４倍 １．７７倍  １．５倍 

⑦  英語力向上 

中学校 
英検準２級以上 

９０．１％ 

英検準２級以上 

９２．８％ 

英検準２級以上 

９０％ 

高校 

ＣＥＦＲ Ａ２以上 

高１ ９７．９％ 

高２ ９７．７％ 

ＣＥＦＲ Ａ２以上 

高１ ９９．５％ 

高２ ９９．５％ 

ＣＥＦＲ Ａ２以上 

高１  ９５％ 

高２ １００％ 



 


